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Ⅰ．  概   要 
 
 当財団が設立後、事業を開始して以来９年が経過した。これまで日本政府、及び関係経

済団体のご協力と日本側企業の多大のご支援により、年毎に事業の成果が上がってきたと

思われる。この９年間で当財団の研修・研究事業、セミナー等を受講した人数は約 3,200
名、また生産性向上協力事業等を実施した企業数は約 260 社になる。 
 財団活動に対しては、年を重ねる毎に、改めてその役割が認識され、今後の活動も期待

されている。日韓両国政府や、関係者から良い評価を頂いて来たが、また事業に参加した

韓国企業の社員や研修生からも、講師・専門家の助言や、研修内容が大変有益であったと

感謝されている。 
  これまでも度々言われて来たことであるが、韓国経済を下支えとなるべきいわゆるサポ

ーティング・インダストリーの成長が未だ十分でないために、資本財、部品等の供給の大

半を日本や米国に依存せざるを得ない経済環境と産業構造は大きく変わっておらず、今後

も韓国の中堅・中小製造業への更なる育成・強化が必要とされている。 
 平成 13 年度は、基本財産の運用益の外に、政府からの拠出金 5.5 億円（外務省 2.7 億

円、経済産業省 2.8 億円）を得て事業を実施した。 
 
１．当年度中、理事会３回、評議員会２回を開催し、財団運営の重要事項について審議、

議決を行った。 
２．平成 12 年度第３回理事会で承認された平成 13 年度事業計画に従い下記事業を実施し

た。 
  (1)産業技術人材育成事業 …………………………………５事業 
  (2)韓国産業生産性向上協力事業 …………………………３事業 
  (3)産業技術交流事業 ………………………………………４事業 
  (4)調査広報事業 ……………………………………………４事業 
３．日韓両財団の共同事業 
  先進技術者企業研修、技術者専門研修〔ＫＩＴＡ〕、短期専門技術者派遣、生産性向

上短期コンサルティング、産業技術交流促進ミッション受入れ、官民若手 (オピニ

オンリ－ダ－)交流、産業国際競争力向上セミナ－、両国財団シンポジウム（調査報

告検討会）の８事業を実施した。 

４．(1)日韓両財団第８回連絡協議会を平成 13 年 (2001 年) 4 月 13 日韓国光州市にて開催

した。 
  (2)日韓両財団第９回連絡協議会幹事会を平成 13 年 (2001 年) 10 月 30 日ソウルにて

開催した。 
 
以上が、平成１３年度の概要である。 
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Ⅱ．  理   事   会 

 
 
 今年度は３回の理事会を開催、いずれも藤村正哉理事長（三菱マテリアル株式会社相談役）

の議長のもとに議題を審議し、表決が必要な事項については、すべて原案どおり異議なく可

決承認された。各理事会の概要は以下のとおりである。 
 
 

１．平成 13 年度第１回理事会 
  平成１３年６月１４日（木） 午後３時００分～３時３０分 
  経団連会館  １１階 （弥 生） 
  出席者 ２８名 （内訳． 理事本人 ５名、書面表決 １１名、表決委任 １２名） 
  欠席者  １名 
 
     〔理事総数 ２９名〕 
 
 〔議 題〕 
  決議事項 
   第１号議案  平成１２年度事業報告（案）承認の件 
   第２号議案  平成１２年度収支決算報告（案）承認の件 
   第３号議案  評議員１名選出承認の件 
 
 

２．平成 13 年度第２回理事会 
  平成１３年１２月２０日（木） 午後３時００分～３時３０分 
  財団法人日韓産業技術協力財団  会議室 
  出席者 ２６名 （内訳． 理事本人 ４名、表決委任 ２２名） 
  欠席者  ３名 
 
     〔理事総数 ２９名〕 
 
 〔議 題〕 
  決議事項 
   第１号議案  副理事長１名互選の件 
   第２号議案 専務理事互選の件 
   第３号議案 辞任専務理事に対し退職慰労金贈呈の件 
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３．平成 13 年度第３回理事会 
  平成１４年３月２５日（月） 午後３時３０分～４時００分 
  経団連会館  １１階 （弥 生） 
  出席者 ２６名 （内訳． 理事本人 ４名、書面表決 ９名、表決委任 １３名） 
  欠席者  ２名 
 
     〔理事総数 ２８名〕 
 
 〔議 題〕 
  決議事項 
   第１号議案 平成１４年度事業計画（案）承認の件 
   第２号議案 平成１４年度収支予算（案）承認の件 
   第３号議案 成田専務理事・事務局長に対する専務理事としての役員報酬の廃止と事

務局長としての職員手当の支給の件 
   第４号議案 財団基本財産の運用の件 
 
  報告事項 
    ①平成１３年度決算見込みについて 
    ②定年を迎える山本、横山両部長の嘱託への移行と新規出向職員２名の受入及び田

主任退職に伴う派遣職員の採用の件 
    ③その他 
 

以 上 
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Ⅲ． 評 議 員 会 

 

 
 今年度は２回の評議員会を開催、互選の結果、いづれも石原増男評議員が議長となって議

題を審議し、表決が必要な事項については、すべて原案どおり異議なく承認された。各評議

員会の概要は以下のとおりである。 

 

 

１．平成 13 年度第１回評議員会 
  平成１３年６月１４日（木） 午後３時３０分～４時００分 
  経団連会館  １１階 （弥 生） 
  出席者 ２６名 （内訳． 評議員本人 ５名、表決委任 ２１名） 
  欠席者  ３名 

 
       〔評議員総数 ２９名〕 

 
 〔報告事項〕 
   ①平成１２年度事業報告 
   ②平成１２年度収支決算報告 

 

 

２．平成 13 年度第２回評議員会 

  平成１４年３月２５日（月） 午後３時００分～３時３０分 
  経団連会館  １１階 （弥 生） 
  出席者 ２９名 （内訳． 評議員本人 ４名、表決委任 ２５名） 

 
     〔評議員総数 ２９名〕 

 
〔審議事項〕 

① 平成１４年度事業計画案について 

② 平成１４年度収支予算案について 

    
 〔報告事項〕 
   ①成田専務理事・事務局長に対する専務理事としての役員報酬の廃止と事務局長とし

ての職員手当の支給の件 
   ②財団基本財産の運用の件 
   ③平成 13 年度決算見込みについて 
   ④定年を迎える山本、横山両部長の嘱託への移行と新規出向職員２名の受入及び田主

任退職に伴う派遣職員の採用の件 
   ⑤その他 

 
以 上 
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Ⅳ． 主 要 事 業 活 動 

 
  平成１３年３月２３日の理事会及び評議員会で承認された事業計画に従い下記事業を実

施 
  した。（主な事業の詳細は  頁以下参照） 
                          （共同）：韓日財団との共同事業 
  １．産業技術人材育成事業 
    (1)経営管理者研修 
    (2)先進技術者企業研修 （共同） 
    (3)品質管理・工業標準化研修 
    (4)技術者専門研修 （共同） 
    (5)理工系大学院生 ウインターインスティテュート 

 
  ２．韓国産業生産性向上協力事業 
    (1)生産性向上モデル企業育成事業 
    (2)専門技術者派遣 （共同） 
    (3)生産性向上短期コンサルティング （共同） 

 
  ３．産業技術交流事業 
    (1)産業技術交流促進ミッション （共同） 
    (2)中堅経済人交流会支援  
    (3)官民若手交流事業支援 （共同） 
    (4)地域間各種交流事業支援 
     ①日韓ＦＴＡビジネスフォーラム 
     ②日韓部品・素材産業協議体／合同会議 
     ③九州・韓国経済交流会議関連事業への参加と支援 
     ④東北・韓国産業交流ミッションへの支援 

 
  ４．調査広報事業 
    (1)産業国際競争力向上セミナ－ （共同） 
    (2)各種委託調査 
    (3)各種広報事業 
     ａ．両国財団シンポジウム（調査報告検討会） （共同） 
     ｂ．両国財団広報事業  
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1．産業技術人材育成事業 

 
事業名 

 

 
（１）経営管理研修 
 

事

業

内

容 

韓国中堅・中小企業の中間管理職を日本に招聘し、専門家の講義及び関連の工場見学を行

うことにより、中間管理職として必要な企業管理技術全般の研修を行う。 

実 
 
 

施 
 
 

状 
 
 

況 
 

１． 研修期間 
 ２００１年７月２日～１４日（２０名参加） 

２．研修内容 
（１）講義 
    ①「日本の中小製造業の経営環境と現状」 
    ②「最近の日本の労務管理」 
    ③「VEによるコストダウン、価値向上―VE手法の理解」 
    ④「品質マネジメントシステム(ISO9001)運用のポイント」 
（２）工場見学 
    ①（株）湯川鉄工所 
    ②  南開工業（株） 
    ③（株）ワイテック 
    ④（株）ハイデｲ― 

    ⑤ ユニオンマシナリ（株） 

⑥ トーレック（株） 

⑦ 日進精機（株） 
⑧ (株) 吉岡精工 

３．研修生派遣企業 
  ＜会社名＞             ＜主要製品＞ 
  （１）INTOPS（株）         家電、自動車、電子製品部品 
  （２）東電子（株）          光ﾏｳｽ、SMPS、充電器 
  （３）東膣電機（株）          CD-ROM ﾄ゙ ﾗｲﾌ゙ 、ﾒｶﾆｽ゙ ﾑﾃ゙ ｯｷ、VCR ﾃ゙ ｯｷ部品 
  （４）（株）ATEC  SYSTEM       LCD-PC、LCDﾓﾆﾀー  
  （５）（株）大華BRAKE            自動車、鉄道車輌ﾌ゙ ﾚー ｷﾗｲﾆﾝｸ゙  
  （６）永華FERRITE（株）       Ni-Znﾌｪﾗｲﾄｺｱ、Mn-Znﾌｪﾗｲﾄｺｱ 
  （７）光明産業（株）          自動車ｼー ﾄﾌﾚー ﾑ、内装部品、ﾌ゚ ﾚｽ金型、溶接部品 
  （８）三賁LMS（株）                  ﾘﾆｱﾓー ｼｮﾝｼｽﾃﾑ、ﾎ゙ ﾙーｽﾌ゚ ﾗｲﾝ、ﾎ゙ ﾙーｽｸﾘｭー  
  （９）（株）多省MAGNETICS     ﾄﾗﾝｽ、ｺｲﾙ、ﾗｲﾝﾌｨﾙﾀー  
  （10）金信電子（株）          洗濯機ﾌ゚ ﾗｽﾁｯｸ部品、ﾓﾆﾀー ﾌ゚ ﾗｽﾁｯｸ部品、LCDﾓﾆﾀー 部品 
  （11）江西工業（株）          ｶﾗー TV内装部品 
  （12）U&I（株）               整形、神経外科用医療機器、電器、電子機器 
  （13）富源光（株）            ｶﾒﾗﾚﾝｽ゙ 、複写機ﾚﾝｽ゙  
  （14）（株）麒麟TELECOM      ﾏｲｸﾛｽﾋ゚ ｶーー 、ﾀ゙ ｲﾅﾐｯｸﾚｼー ﾊ゙  ー
  （15）（株）SFA               ﾃ゙ ｲｽﾌ゚ ﾚｲ部品、自動倉庫ｼｽﾃﾑ、監視ｼｽﾃﾑ、自動製造ｼｽﾃﾑ 
  （16）正宇電子（株）          ｵー ﾃ゙ ｲｵ、電話機組立 
  （17）東蛩機械工業（株）        造船機械部品 
  （18）極東GASKET工業（株）     自動車用ｶ゙ ｽｹｯﾄ 
  （19）（株）麒麟産業          金属断熱複合板 
  （20）（株）大都機械            工作機械、ﾛﾎ゙ ｯﾄ製作組立、工場自動化ｼｽﾃﾑ設計、製作 
４．成果等 

（１）日本の中小製造業が、深刻な経済不況、産業空洞化に立ち向かい、独自の経営理念、技術を 
     生かして成長しているようすを学んだ。 
  （２）日本の文化・習慣を肌で感じ取り、又、多くの日本人と接し、日本に対する理解を深めた。 

 7



JKF2001(H13)事業報告書 

1．産業技術人材育成事業 

事業名 
 
（２）先進技術者企業研修               （共同事業） 
                  

事

業

内

容 

韓国企業の中堅技術者が、日本の企業において、技術又は経営上の課題をテーマにして、日本の企業と共

同で技術研修を行う。 

実 
 
 

施 
 
 

状 
 
 

況 

１． 研修期間 
  ２００１年８月６日～１０月２７日 （８３日間） 
２．研修内容 
 （１）日本語研修 
    企業研修及び研修中の日常生活の円滑化を図るために行うもので、日本入国前、５週間、 
    日本入国後、３週間実施。又、研修中、日本の文化・習慣等についても研修を実施。 
 （２）企業研修 
    各受け入れ企業において、約２ケ月間実施。派遣及び受け入れ企業の双方にメリットが出るよう 
    なテーマを選定して研修を行った。 
３．研修生派遣企業及び受け入れ企業 

＜派遣企業＞ ３９社（４０名）     ＜受け入れ企業＞ ３３社 
   （１）三永ｲﾝｸ＆ﾍ゚ ｲﾝﾄ製造(株)（1名）              東洋ｲﾝｷ製造(株) 
    （２）LG日立(株)  (1名)                   (株)日立製作所 
    （３）韓国山武(株)（１名）                  (株)山武 
    （４）龍山化学(株)（１名）                  三井化学(株) 
    （５）(株)野村総合研究所ｿｳﾙ支店（１名）           (株)野村総合研究所 
    （６）(株)大韓ﾊ゚ ｶーﾗｲｼ゙ ﾝｸ゙ （1名）               日本ﾊ゚ ｶーﾗｲｼ゙ ﾝｸ゙ (株) 
    （７）ｿｳﾙ東光(株)（１名）                    東光(株) 
    （８）韓国精密化学(株)（１名）               日華化学(株) 
    （９）愛敬化学(株)（１名）                  大日本ｲﾝｷ化学工業(株) 
    （10）韓国ｱﾙﾌ゚ ｽ(株)（１名）                 ｱﾙﾌ゚ ｽ電気(株) 
    （11）FLUTEK(株)（１名）                川崎重工業(株) 
    （12）東西石油化学(株)（１名）              旭化成(株) 
    （13）(株)爻餅A・T（１名）                (株)ｾｲｼﾝ企業 
    （14）韓日油圧(株)（１名）                (株)三星 
    （15）(株)AMADA  KOREA（１名）           (株)ｱﾏﾀ゙  
    （16）済州文化放送(株)（1名）               (株)ﾋ゙ ｼ゙ ｮﾝﾌ゚ ﾗﾝﾆﾝｸ゙  
    （17）(株)韓国CATV洛東放送（1名）             同上 
    （18）釜山放送（2名）                     同上 
    （19）(株)D・K産業（１名）                大垣精工（株） 
    （20）泰光工業社（１名）                  同上 
    （21）(株)韓国大和金属（１名）                同上 
    （22）ｴﾝｼ゙ ｪﾙ金属(株)（１名）                 同上 
    （23）韓国ｺｱ(株)（1名）                   同上 
    （24）STI(株)（1名）                            (株)ﾃｸﾉ大手 
    （25）太陽機電(株)（1名）                           津上精機(株) 
    （26）K-ﾌ゚ ﾛﾀ゙ ｸｼｮﾝ（1名）                   (株)ｼ゙ ﾍー゙ ｯｸ 
    （27）白動画（1名）                    (株)ｽﾀｼ゙ ｵｺﾒｯﾄ 
    （28）(株)G&Gｴﾝﾀー ﾃｲﾒﾝﾄ（1名）               (株)ｼ゙ ｱーﾝﾄ゙ ｼ゙ ﾃー゙ ｲﾚｸｼｮﾝ 
    （29）ｳｲﾝﾃｯｸ(株)（1名）                  (株)関東高圧容器製作所 
    （30）(株)３S  KOREA（1名）                         (株)大西熱学 
    （31）東明重工業(株)（1名）                  帝人精機(株) 
    （32）(株)三進技研（1名）                   和興産業(株) 
    （33）光明産業(株)（1名）                 (株)ｷﾝｿー  
    （34）茶林POLAR特装(株)（1名）              伊藤工機(株) 

 （35）(株)孝孫興孫（1名）                 (株)公益社 
    （36）大星精工(株)（1名）                   ｹﾐｺﾝ精機(株) 
    （37）三和電子工業(株)（1名）                 日本ｱｲﾘｯﾋ(株) 

 （38）NASAN情報通信(株)（1名）              (株)ﾃ゙ ﾀーﾍ゙ ｽーﾃｸﾉﾛｼ゙  
 （39）韓国河合電熱(株)（1名）               (株)河合電器製作所 

４．成果等 
（１）本年度は、韓国側の要望により受け入れ研修生を４０名に増加した。財団事業のPRが徐々 に浸

透して来ており、派遣会社の業種に広がりが出てきた。 
（２）各受け入れ企業の研修スケジュールは、研修中、研修生が常に多くの日本人、又、日本の文化・

習慣等に接触出来るよう配慮したため、研修生の日本に対する理解が深まった。 
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JKF2001(H13)事業報告書 

1．産業技術人材育成事業 

事業名 （３）品質管理・工業標準化研修 

事

業

内

容 

 
韓国中堅・中小企業の中堅技術者を受入れ、品質管理・工業標準化に関する研修を実施。 

   (1)対象：中堅・中小企業の中堅技術者２０名程度 
  (2)期間：３週間 
  (3)内容：座学を主体に基礎から実際編迄体系付けた講習を実施 
      ①品質管理の理念     ③品質保証体制 
      ②SQC,TQC,QC ｻｰｸﾙ,TPM,CS  ④社内標準／国際標準、等 
 

実 
 
 

施 
 
 

状 
 
 

況 

 
１．期間 
  研修生１９名が２００１年１１月１８日（日）来日、１２月８日（土）帰国する迄の３週間、

大磯プリンスホテル（神奈川県中郡大磯町）において研修。 
２．研修生（１９名） 
・21世機企業㈱ 課長 35才 ・ ㈱ 日 野

HI-TECH 
次長 40才 ・ SOMO 

OPTICAL㈱ 
課長 35才 

・㈱東洋ＡＴＳ 課長 33 ・㈱東成機工 課長 36 ・瑞永精密㈱ 課長 34 
・瀅進工業㈱ 課長 36 ・東一製鋼㈱ 課長 34 ・㈱３Ｚ 次長 37 
・Futronic 課長 33 ・㈱新元技術 課長 28 ・韓一Ｃ＆Ｆ 課長 33 
・太平洋金属 課長 36 ・巨済工業㈱ 課長 34 ・㈱ＳＯＬＴＥＣ 課長 35 
・金剛ＰＩＰＥ㈱ 課長 29 ・ 韓 星

ELCOMTEC㈱ 
課長 38  

・東炫ＭＦＳ㈱ 次長 41 ・大起産業㈱ 課長 33 

 

 
３．研修内容 

(1) 講義科目： 
     日本の産業構造、日本の人事・労務管理、IE の基礎／演習、統計基礎、日常管理、方針管理、 

QC 七つ道具／新 QC 七つ道具、職場の活性化と QCC 、製造物責任制度、ISO 9000、    開

発・製造・市場の品質保証、職場の改善、他ｸﾞﾙｰﾌﾟﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ等 
(2) 工場見学：①日産自動車㈱ 追浜工場（乗用車組立て工場） 
         ②㈱オーバル   本社工場（各種流量計ほか製造） 
(3) 日本文化研修：①東京見学１日、②鎌倉見学半日、③横浜見学半日、 

④箱根研修旅行１泊２日、⑤日本語講座１日 
４．特記 
  主任講師は例年通り・日本科学技術連盟嘱託の高須久先生に委嘱した。日程の作成からご指導を得、

また昨年度の評価書を参考にしながら準備を進め、講義と見学のバランスが取れたカリキュラムを

作成し、昨年以上のものを準備することが出来た。 

５．成果概要等 
  研修生からは、 

「技法などは既に学んで知っていたが、どのように適用したらいいか悩んでいました。帰国し

て一つ一つ整理しながら問題解決に適用してみたいと思います。」 
「仕組みが良く整っている教育プログラムと徹底した準備のため、教育が楽しかったので期間

があまりにも早く過ぎたように感じた」 
  等の感想があり、全員が本研修に対する感謝の念と、日本に対する友好の念を深めて帰国した。 
   
                            ㈱スリーエーネットワークに委託 
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JKF2001(H13)事業報告書 

1．産業技術人材育成事業 

 

事業名 （４）技術者専門研修                         （共同事業） 

事

業

内

容 

 
韓国中堅・中小企業の現場技術者を対象に、現場の実務と管理に必要な研修を実施。 

 （１）対象：中堅・中小企業の現場技術者４０名程度（４コ－ス、各コ－ス１０名） 
 （２）期間：２ヶ月半程度 
 （３）内容：講義／実習／工場見学 
 

実 
 
 

施 
 
 

状 
 
 

況 

 
１．概要 
３１名の研修生が９月１０日（月）来日、１１月１７日（土）帰国するまでの６９日間、・北九 
州国際技術協力協会（略称ＫＩＴＡ、所在地：北九州市）において４コ－スに分かれて研修。 
人 数：３１名   
期 間：２００１年９月１０日（月）来日～１１月１７日（土）帰国 （６９日間） 
コ－ス：①金属部品の加工と生産性向上 ②生産性向上技術 ③生産性向上のための設備技術  

④環境先進技術 の４コ－ス 
２．内容 
各コ－スとも、講義／実習／工場見学、及び、４泊５日程度の研修旅行を実施。 
工場見学は九州一円の大手企業中心に、研修テーマに関係する企業、研究機関、自治体施設など。 

 
コース名称／人員 講義／実習項目 研修受入機関企業 

① 金属部品の加工と生産性向

上 
 

９名 

金属部品の各種加工法、試験検査法、 
劣化対策、品質管理、ＩＥ、ＱＣ、 
鋼材加工の自動化など 

２１ 

② 生産性向上技術 
 

１１名 

ＩＥ、ＱＣ、ｼｰｹﾝｽ制御、ＪＩＴ、 
工場レイアウト、ＶＥ、CAD/CAM、 
工程管理、物流管理、ＴＰＭなど 

３８ 

③ 生産性向上のための設備技

術 
 

６名 

設備診断、修繕計画、腐食、磨耗、 
潤滑管理、軸受保全、工作機械保全、 
電動機保全、空圧機器保全、疲労破壊な

ど 

３０ 

④ 環境先進技術 
 

５名 

産廃処理行政、再資源化技術、ﾘｻｲｸﾘﾝｸﾞ 
技術、有害廃棄物対策、塵埃焼却設備、 
下水処理、水産加工物処理など 

４９ 

３．成果概要等 
・ 非常にタイトな日程であったが、各界技術の権威者である講師及び指導員諸氏の熱意に溢れ

たご 
指導と、研修生の真摯な努力によって、高い研修成果と有意義な研修が得られた。 

・ 研修生の日本語能力については、来日時と比べ若干進歩したが、講師の話す日本語の理解が

初期は特に困難であり、難しい技術に加えて言葉の理解に苦労していた。 
・ 研修生は全員、異国での慣れない生活に苦労しながらも、各種の理論と技術や管理手法の吸

収に大変な努力をしていた。帰国後、これらの知識・経験が、国家と所属する企業・職場で

生かされるようにする決意を抱いて帰国した。 
 
                      ・北九州国際技術協力協会（ＫＩＴＡ）に委託
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JKF2001(H13)事業報告書 

            １．産業技術人材育成事業 
 
 事業名 
 

 
 （５）理工系大学院生 ウインタ－インスティテュ－ト 
 

 
 事 
 業 
 内 
 容 
 

 
韓国の理工系大学院生（博士／修士課程在籍者）を冬休みを利用して約２ヶ月間日本へ招聘し、

国立研究所等で専門分野に関する研究を実施。 
  （１）人数：４５名程度    （２）期間：２ヶ月程度 
  （３）内容：①日本語学習 ②日本文化紹介 ③研究活動 

   
  
  
 
  
  
  
  
  
  
 実 
  
  
 施 
  
  
 状 
  
 
 況 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
  
 

 
１．概要 
 大学院生４４名（内女性９名）が２００２年１月５日（金）来日、２月２４日（土）帰国する 
 までの５１日間、つくば地区及び東京地区等において、日本語学習・日本文化研修・専門分野 
   の研究活動を行った。 
 
 ２．受入研究機関： 
 ・物質・材料研究機構（つくば）  ２名 ・農業生物資源研究所（つくば） １名 
 ・建築研究所    （つくば）  １名 ・通信総合研究所        ４名 
 ・国立環境研究所  （つくば）  ５名 （東京２名・鹿島１名・横須賀１名） 

・海洋科学技術ｾﾝﾀｰ （横須賀） ２名  ・産業技術総合研究所      １８名 
  （つくば１７名・九州１名） ・航空宇宙技術研究所（東京）  ２名 
 ・食品総合研究所  （つくば）  ２名 ・理化学研究所   （東京）  ５名 
 ・森林総合研究所  （つくば）  １名  
 ・農業環境技術研究所（つくば）  １名         （計）１２機関 

 
 ３．特記： 
  平成１４年１月の省庁再編に伴い、従来の国立研究所体制も大きく変わり、その多くが独立

行政法人となった。多くの研究所が研究の国際化を打ち出しており、研究生の受け入れにつ

いておおむね積極的ではあるが、一般的研究費予算の逼迫、研究成果を求める研究体制への

移行に伴い、無償での研究生受け入れは困難な状況になりつつある。 
今後は必要に応じて、ウインターインスティテュート院生受け入れに伴う出費の一部を補填

できるようにすることも考える必要がある。 
 
 ４．成果等 
・ 今回で９回目を迎えた当プログラムは、日韓の研究交流・友好親善を図るよいプログラムと

して両国で知られ、既に共同研究等で交流のある研究者がこれを利用して学生を送ったり、

この機会を利用して参加学生の指導教官がホスト研究所を訪問して継続的な交流に発展す

るなど、日韓両国研究者間のネットワークづくりに繋がっている。 
・ 今回の当事業への応募者数は１０４名を数え、２倍強の競争率で選抜されて来ている。研修

生の多くが明確な目的をもってプログラムに参加し、新しい技術・知識の習得を図り研究活

動の成果を出している。また、ホスト研究者からもその実力について高い評価を頂いている
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２．韓国産業生産性向上協力事業 
  
事業名 

 

  
（１）生産性向上モデル企業育成事業 

事

業

内

容 

韓国中堅・中小企業の中から、生産性向上を進めるモデル企業として育成するために、１２社を 
選定し、日本から派遣する専門家が企業毎に企業診断及び生産性の意識・技術を高め生産性向上 
に協力する。企業毎にチームを編成し専門家が生産性向上を図るための手法を具体的に指導し、 
経営分析を行い、診断する。経営問題を始め生産性向上等の諸改善計画策定を支援する。又諸問 
題に対してコンサルティングを行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 

実 
 
 

施 
 
 

状 
 
 

況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 １．対象 
    今年度対象企業として、１２社を選定。（６０社が応募） 
     (1) MICRON 精工㈱     （広州市） 〔半導体金型、自動化装置〕 
     (2) ㈱東西機工          （始興市） 〔自動車部品 シリンダーヘッド〕 
      (3) ㈱韓元 Microwave     （利川市） 〔セラミック誘電体、中継器〕 
     (4) ㈱東洋 ATS        （安山市） 〔通信装置、通信用筺体〕 
     (5) ㈱Haatz          （平沢市） 〔レンジフード〕 
     (6) 高山企業㈱        （牙山市） 〔キムチ用冷蔵庫、フィルター〕 
    (7) ㈱世原精工        （大邱市） 〔自動車用部品 BAR アッセンブリ－〕 
    (8) 斗昌産業㈱        （昌原市） 〔精密金型、射出成形〕                    
     (9) ㈱LuBo          （仁川市） 〔オイルレスブリッジブラシ〕             ＊ 
   (10) ㈱悠進電装        （慶山市） 〔自動車用ワイヤーリングハーネス〕      ＊ 
   (11) ㈱榮豊          （全北完州） 〔バス・トラック ボディ〕             ＊＊ 
  （12）オリエンタル綜合電子㈱ (富川)    〔ビデオフォーン、モニター〕            ＊＊ 
              ＊工場診断実施、＊＊コンサルティング事業実施 
                （註：紙面スペ－スの関係上派遣専門家氏名は略す） 
 
 ２．実施内容 

(1)1 社に対し各延べ２週間の現場指導を実施。 
コンサルティング事業、工場診断については１週間実施。 

(2)１社に対し専門家２名が夫々その専門性に応じて、生産性向上全般、技術改善を指導。 
(3)必要に応じてセミナーや管理者教育(役割意識啓蒙)を実施。 
(4)問題意識の高揚と生産性向上を目指し、自主改善プロジェクトチーム(2 チーム／社) を編成 

し、活動(プロジェクト事業)。 
(5)個別の技術問題・技術課題等に関しては、実情に応じて対処。 

 
 ３．成果概要  

(1)各社の実情に合わせたきめ細かな指導協力を行った結果、経営者、管理者、従業員は生産性 
向上に向けての自分の役割を再認識し、職場の改善に取り組んだ。 

(2)技術改善に関しては可能な限りの協力を行い、生産性向上に寄与した。 
(3)生産性向上に関する自主解決力が養われ、継続できる風土づくりができた。 
(4)経営改善に対する具体的な実施項目と計画が策定できた。 

 
                    事務局は日本エンジェルキャピタル㈱に委託  
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２．韓国産業生産性向上協力事業 

事業名 
  
（２）専門技術者派遣                           （共同事業）
                          

事 
業 
内 
容 

  
九州と韓国間の貿易、投資及び産業技術分野に於ける協力の促進と、双方の地方間経済交流の

拡大を目的として「九州・韓国経済交流会議」が、両国政府、地方自治体、民間団体を中心に、

93 年より定期的に開催されている。 
本事業は、同会議で合意された事業のうちの一つ。 
当財団は本事業の所要経費の全額を支援。 

 

  
 １．実施内容概要 

(1)2001 年 7 月     (財)北九州国際技術協力協会（ＫＩＴＡ）、北九州市国際経済課 
スタッフによる短期専門技術者派遣のための事前調査 
（対象先 14 社） 

 
(2)2001 年 9 月       選定された専門技術者による事前訪問 

              （選定企業 7 社、指導先との打合せ） 
 

(3)2001 年 10 月～12 月 本指導実施 7 社 
 

 派 遣 先 派遣技術者 派遣期間 指 導 内 容 

１ ㈱日野 HI-TECH 越智 俊彦 １３日間 金型製造時の工程管理手法 
２ 三成ステンレス商工㈱ 占部 正彦 １４日間 生産性の向上(作業方法改善・5Ｓ) 
３ ㈱興亜フォ－ミング 本村  隆 １４日間 製品倉庫管理、在庫管理のやり方 
４ ㈱東和 Entec 本村  隆 ７日間 工場内 LayOut 改善計画 
５ 漢拏特殊 VALVE㈱ 岩崎 邑市 ７日間 生産性の向上(レイアウト改善含む) 
６ 太陽機電㈱ 小林 昭行 ２１日間 4/3WayValve の開発、商品化 
７ 亜隆機工㈱ 金元 敏明 ９日間 ク－ラントポンプのインペラ－設計  

実 
 
 

施 
 
 

状 
 
 

況 

 

 
２．派遣指導結果の評価 

昨年と同様に事前調査、事前訪問による派遣先企業の具体的ニーズ確認の上、指導範囲を 
    絞って明確に設定した。基本的な専門技術や現場技能に係わる指導であったこと、専門技 

術者が高い技術と豊富な経験を有していたことなどから、早期に解決を図る手法を習得し、

すべての企業と相手側技術者から高い評価を得ることができた。又、技術指導をより効果的

に実施するために事後調査を行った。 
 

北九州国際技術協力協会（ＫＩＴＡ）、韓国中小企業振興公団に委託 
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２．韓国産業生産性向上協力事業 

 

事業名 
  
（３）生産性向上短期コンサルティング                  （共同事業）
     

 
事 
業 
内 
容 

 
企業の生産性向上に協力するため、中小企業を対象に７つの技術分野の日本の専門家が各分野毎

に企業に出向き指導協力を行う短期コンサルティング。（1.5 日／社） 
‘01 年度で６回目を実施した。 
（'96 年度から開始した事業だが実施内容を検討の結果、'97 年度からセミナーを行わずコンサル

ティングに時間をかけて集中することとした。） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実 
 
 

施 
 
 

状 
 
 

況 
 
 
 
 
 
 
 

  
１．期間 
    2001 年（平成 12 年） 11 月 19 日（月） ～ 24 日（土） 
 
 ２．実施内容 

（１） 指導専門家：７人 
（２） 訪問企業 ：２２社 
（３） 企業所在地：大邱廣域市周辺工業団地 

  （４） 内容   ：組立自動化、電子組立自動化、機械加工、溶接技術、プレス金型技術、 
          射出成形、金属加工に関する計７人の技術専門家が、１人３社合計 

２１社の中小企業を訪問し、事情聴取、現場視察を行ってその企業の 
抱えている問題を把握しそれらに対する適切な改善策、今後の方策等を 
提示した。 

                
 ３．成果概要等 
     1.5 日の短期のコンサルティングにもかかわらず、大部分の企業が、高く評価している。  
    今後共、指導内容の充実化を図っていきたい。 
 
 ４．その他 
   実施企業２２社及び指導を行った専門家は下記の通りである。 
   (企業の希望により１社追加し、計２２社実施)  
 
         分野           専門家氏名         実施企業名 

1. 機械組立て自動化 柴田  力 ①愼獨ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱  ②成 林   ③2M TECH.CO 
2. 電子組立て自動化 山崎  浩 ④暁星 TECH㈱      ⑤㈱明星ﾒｶﾆｯｸｽ   ⑥建楊 TECH 
3. 機械加工     梅原 敏靖 ⑦西山精密工具㈱  ⑧㈱三榮機電             ⑨三益 TECH㈱ 
4. 接着技術     西  武史 ⑩FAMILY  VISION CNTR ⑪㈱金昌   ⑫NEW-TECH㈱ 

  5．ﾌﾟﾚｽ金型技術   伊豫部将三     ⑬永華ﾌｪﾗｲﾄ㈱      ⑭㈱東明 TECH     ⑮㈱韓国大和金属 
                          ⑯㈱PHOENIX DISP.ELECT. 
  6．射出成形     渋谷 泰宏        ⑰大 信㈱     ⑱世原Ｅ＆Ｉ    ⑲㈱建 和 
  7．金属加工     三好 紀臣       ⑳柳林産業㈱  ・韓成熱処理     ・銀成機工㈱ 
                                                                                         

事務局は日本エンジェルキャピタル㈱に委託 
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JKF2001(H13)事業報告書 

3.産業技術交流事業 

 

事業名 （１）産業技術交流促進ミッション                  （共同事業） 

事

業

内

容 

 
韓国中堅・中小企業の経営者／中堅幹部を１回につき４０名程度日本に招聘し、日本の中堅・中

小企業の工場見学を中心に産業技術交流を年２回実施。 
  (１)対象：韓国中堅・中小企業の経営者クラス ４０名程度／回 
  (２)期間：１週間程度／回 
  (３)内容：①工場見学（機械系と電機系の２ｸﾞﾙ-ﾌﾟに分け、各ｸﾞﾙ-ﾌﾟ５工場程度を見学） 
       ②日韓中堅・中小企業経営者交流会、③展示会見学、④セミナー、等 
 
 

 ２００１年度春季（第１２回） ２００１年度秋季（第１３回） 

期間（来日～帰国） ０１年５月２０日（日）～２６日（土） ０１年１０月１４日（日）～２０日（土） 

場所 千葉／神奈川／埼玉 愛知／岐阜 

ミッションメンバー ３３名 ３９名 
後援 
     

関東経済産業局・埼玉県・千葉県・ 
神奈川県・横浜市・横浜商工会議所 

中部経済産業局・愛知県・岐阜県 
                 

工場見学 ・ ナカン㈱ 
・ ㈱東京自動機械 
・ 協和合金㈱ 
・ ㈱田口型範 

・ ㈱エルテル 
・ ミヤチテクノス㈱ 
・ (協)茅ヶ崎 

ﾃｸﾉｲﾝﾀ゙ ｽﾄﾘー  
・ ㈱山城精機製作所 

・ リンナイ㈱ 
・ オークマ㈱ 
・ 大垣精工㈱ 
・ テクノプラザ 
・ ｿﾌﾄﾋ゚ ｱｼ゙ ｬﾊ゚ ﾝ 

・ 日本碍子㈱ 
・ ブラザー工業㈱ 
・ ㈱ナベヤ 

展示会見学 第１０回自動車技術展 
於：パシフィコ横浜 

「メカトロテックジャパン２００１」 
於：ポートメッセ名古屋 

セミナー 講師 ㈱坂戸工作所 坂戸誠一社長 
テーマ：「企業家精神」 
於：幕張メッセ国際会議場 

講師 ① ㈱シント－ 新沼輝大社長 
テーマ：「ものづくりと機械設計業」 
於：名古屋東急ホテル 
講師 ② 大垣精工㈱ 上田勝弘社長 
テーマ：「“激動の２１世紀”日韓中小企業繁栄 

への道」 
於：長良川国際会議場 

内容 

企業交流会 千葉県、神奈川県それぞれにおいて実施。 
日本企業約６０社が参加。 

愛知県、岐阜県それぞれにおいて実施。 
日本企業約５０社が参加。 

 歓迎レセプショ
ンパーティー 

企業交流会に引き続き計２回開催。 
出席者は、千葉、神奈川とも各１１０名程度 

企業交流会に引き続き計２回開催。 
出席者は、愛知 約１００名、岐阜 約８０名 

 
 

 
成果概要等 
 本ミッションは２年前より、日韓地域間交流促進という両国政府方針に沿って、訪問地を主とし

て「地方」にするとともに訪問地の経済産業局はじめ官公庁経済団体の後援をいただいて実施し

ており、その全面的ご支援のお陰で、より一層充実した内容で開催できるようになってきている。

１週間の間に数百人の関係者を整斉と動かす必要があり、準備は大変であるが、ミッションメン

バーからは「周到に準備・手配がなされており感心した」とのコメントを毎回得ている。本ミッ

ションは、日韓友好促進と日韓地域間交流促進に役立っている。 

実 
 
 
施 
 
 
状 
 
 
況 

 
第１２回：野村ツーリスト㈱に委託、第１３回：㈱インターグループ名古屋支社に委託 
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JKF2001(H13)事業報告書 

３．産業技術交流事業 

事業名 

  
（２）中堅経済人交流会支援                      
 

事

業

内

容 

今後新たなイコールパートナーシップとしての両国産業技術の活性化のために必要とされ期待さ

れている多様な連携・交流の中で、特に中堅経済人、並びに中堅・中小企業経営者が交互に訪問 
し合う交流促進ミッションの派遣・受入れに対する側面的支援。 

  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
実 
 
 

施 
 
 

状 
 
 

況 
 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
１． 対象、実施期間 

１０月１８日～１９日の２日間、日韓両国の中堅経済人約３０名が木更津「かずさアーク」 
で交流会議を行った。（日韓経済協会と共催） 

２． 実施内容 
① 会議第１セッションでは、低迷する日本経済の中にあっても、快進撃を続けているアサ 

ヒビール㈱の成功の秘密、経営革新等について執行役員戦略企画本部長泉谷直木氏に講 
演頂いた。 

② また、第２セッションでは、日韓両国で海外ビジネスの第一線に立って活躍している三 
瑩電子工業㈱（日本ケミコン㈱の韓国合弁企業）代表大室隆生様と㈱メディソン・ジャ 
パン（韓国ベンチャーの代表的成功企業として著名な医療機器メーカーMEDISON 
CO.,LTD 
の日本法人）社長文延翼様に豊富なビジネス体験に基き主題発表頂いた。 

③ ２日目の午後には、近くの「かずさ DNA 研究所」を見学し、日本の最先端技術に触れる 
機会を得た。 
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JKF2001(H13)事業報告書 

３．産業技術交流事業 

事業名 
  
（３）官民若手交流事業支援                       （共同事業）
 

 
事 
業 
内 
容 

 

  
日韓両国の産業界・経済界、官公庁、マスコミ、学会、文化・芸術関係者等、各界の若手実力者

を相互に招聘し、テ－マを決めた全体交流、各界個別の交流、文化交流などを行い、現状認識・

相互理解・国際交流を深めると共に、次世代の日韓関係を担うオピニオンリ－ダ－の育成を図る

ことを目的とした事業。 

  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
実 
 
 

施 
 
 

状 
 
 

況 
 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
  
 

 
１．対象人数等 

・日本及び韓国の次世代オピニオンリーダー（各界の 30～40 才代の若手実力者）を対象と

し、日本からは 29 名派遣、韓国からは 32 名を受入れ。  
・別途、外務省の要請に基づき、韓国の若手国会議員等、累計 25 名を個別に招聘した。 

２．実施時期 
   (1)第 2 回次世代オピニオンリ－ダ－交流訪韓団：2001 年 6 月 17 日～26 日 
    (2)第 2 回次世代オピニオンリ－ダ－交流訪日団：2001 年 9 月 12 日～21 日 
    (3)韓国若手議員等交流訪日団：2001年8月5日～12日、11月11日～18日、12月16日～23日、 
                2002 年 1 月 14 日～19 日、1 月 21 日～26 日（計 5 回） 
３．概要及び成果 

(1) 第 2 回次世代オピニオンリ－ダ－交流訪韓団 
① 外交通商部・産業資源部・大韓貿易投資振興公社（ＫＯＴＲＡ）・国会議員等の韓国

政府関係者との面談を始め、日本大使館や現地日系企業の集まりである SJC（ｿｳﾙ・

ｼﾞｬﾊﾟﾝｸﾗﾌﾞ）関係者との懇談、韓国が誇る浦項綜合製鉄・韓国ガス公社の工場見学や

韓国語ソフトで圧倒的シェアを持つ Haansoft 社の訪問、大学教授による経済・文化

講演、高麗大学校に於ける学生・教授との交流、緊迫に満ちた板門店訪問など、10 日

間に亘る充実した内 
容であった。 

② 参加メンバーの内 13 名が初めての訪韓であり、先入観無しに韓国を体験し、教科書

問題をタブー視することなく積極的に質問し、真摯に討議し、未来指向の友好関係構

築に大きな役割を果した。 
(2) 第 2 回次世代オピニオンリ－ダ－交流訪日団 

① 国会・外務省・経済産業省・韓国大使館等の政府関係先の訪問・懇談を始め、企業で

は「日産リバイバルプラン」で話題になっている日産自動車と、計測機器の島津製作

所の 
訪問・工場見学、大学では立命館大学くさつ・びわこキャンパスと日本大学芸術学

部の 
訪問・懇談を実施した。 

② 外務省・経済産業省での質疑応答や、大学・新聞社での聴講と交流、奈良・京都視察

に 
よる日本文化への接触を通じて、日本全般に対する理解を深めた。 

(3) 韓国若手議員交流訪日団 
韓国大統領秘書室担当局長(‘01 年/8 月)・釜山発展院院長(‘01 年/11 月)・民主党(‘01
年/12 月)・外交通商部経済協力課長(‘02 年/1 月)・韓国補佐官協議会メンバー(‘02 年/1
月)が相次いで来日し、日本側国会議員、財界関係者等と懇談し、関連施設を見学し、交

流を深めた。 
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JKF2001(H13)事業報告書 

３．産業技術交流事業 

事業名 

 
（４）地域間各種交流事業支援                      

① 日韓ＦＴＡビジネスフォーラム 
 

事

業

内

容 

2000 年 9 月の日韓首脳会談に於いての金大中大統領と森首相との合意により、民間レベルで 
の「日韓ＦＴＡビジネス・フォーラム」を設立、両国内のコンセンサス形成の為、フォーラム 
で幅広い議論を行う事となり、当財団は事務局として活動する事となった。 

  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
実 
 
 

施 
 
 

状 
 
 

況 
 

  
 
  
 

 
１． 両国委員構成 
日本   韓国   
座長 牛尾 ウシオ電機㈱会長 代表 朴 大韓商工会議所会長 
顧問 今井 経団連会長 顧問 金 全経連会長 

 山口 日本商工会議所会頭  金 韓国貿易協会会長 
金 韓国中小企業協同組合中央会会長  藤村 日韓経済協会会長／日韓産業技術協力 

財団理事長 
 

金 韓日経済協会会長 
委員 秋山 住友商事㈱相談役 委員 李 三寶コンピュータ会長 

 麻生 麻生セメント㈱社長  趙 暁星会長 
 飯島 東レ㈱相談役  成 LG石油化学会長 
 石井 九州旅客鉄道㈱会長  朴 現代自動車副会長 
 上田 大垣精工㈱社長  尹 三星電子副会長 
 大慈弥 石川島播磨重工業㈱常任顧問  徐 東一紡織会長 
 奥田 トヨタ自動車㈱会長  李 世亜製鋼会長 
 角道 農林中央金庫特別顧問  裵 世紀ハイテク代表理事 
 香西 住友化学工業㈱会長  金 韓国金型工業協同組合理事長 
 田沼 ㈱グリーンハウス社長  盧 農協中央会農業経済代表理事 
 西垣 日本電気㈱社長  李 対外経済政策研究院院長 
 西村 ㈱みずほホールディングス会長  朴 水産業協同組合中央会経済代表理事 
 松下 成蹊大学法学部教授  金 HANWHA流通㈱社長 
 水口 ㈱野村総合研究所顧問  張 韓国ベンチャー企業協会会長 

廉 雙龍情報通信代表理事 
２． 検討経緯 
 平成 13 年 3 月 21 日日本側の立ち上げ会合を初めとして、日本側会合は 7 月 26 日、8 月 29 日、
平成 14 年 1 月 17 日 4 回開催、またＩＴ分野に関しては、水口㈱野村総合研究所顧問／李三 
寶コンピュータ会長を両国委員長とするＩＴ分科会を別途設立、下記の如く開催した。 

① 日韓ＦＴＡビジネス・フォーラム 第 1 回日韓合同会合 
    平成 13 年 9 月 7･8 日 韓国ソウル市新羅ホテル 
② ＩＴ分科会 第 1 回日韓合同会合 
    平成 13 年 12 月 15 日 韓国ソウル市ウェスティン・チョウセン・ホテル 
③ ＩＴ分科会 第 2 回日韓合同会合 
    平成 14 年 1 月 24 日 ホテル・オークラ 
④ 日韓ＦＴＡビジネス・フォーラム 第 2 回日韓合同会合 
    平成 14 年 1 月 25 日 ホテル・オークラ 
３． 成果 
 上記日韓ＦＴＡビジネス・フォーラム及びＩＴ分科会での議論に基づき、両国座長及び委員 
長名で共同宣言文、共同提言を取り纏め、牛尾座長より小泉首相に平成 14 年 2 月 1 日報告した。
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JKF2001(H13)事業報告書 

３．産業技術交流事業 

 

 
事業名 

 

 
（４）地域間各種交流事業支援 
   ② 日韓部品・素材産業協議体／合同会議 
 

 
事

業

内

容 
 

1999 年 12 月 16 日東京で開催された第 2 回日韓官民合同投資促進協議会にて、両国

の部品・素材産業の協力促進の為に、関連企業間の情報交流、共同研究、ミッション

交換等の望ましいあり方に就いて検討し、提言を取り纏める民間レベルの協議体を設

置することに合意、当財団が日本側事務局を引き受けたもの。 

実 
 
 

施 
 
 

状 
 
 

況 
 

 
１．両国協議体委員構成 
日本   韓国   
委員長 藤村 ・日韓産業技術協力財団理事長 委員長 金 韓日産業技術協力財団理事長 
委員 森本 日本機械輸出組合専務理事 委員 朴 韓国機械産業振興会常務理事 

 島田 ・日本自動車部品工業会専務理事  梁 韓国電子産業振興会理事 
 菅野 全国中小企業団体中央会専務理事  高 韓国自動車工業協同組合常務理事 
 横川 日本貿易振興会理事  李 韓国部品・素材投資機関協議会副会長 
 上田 ・日本金型工業会会長  洪 大韓貿易投資振興公社本部長 
 山田 ・大田区産業振興会専務理事  梁 金井工業㈱代表理事 
 伊東 東京工業大学名誉教授  黄 ㈱DASTEK会長 
 服部 東京大学教授  金 啓明大学教授 
 石田 ㈱日本総合研究所シニアリサーチャー  朱 SEOUL大学教授 

代表幹事 成田 ・日韓産業技術協力財団専務理事 代表幹事 韓 韓日産業技術協力財団専務理事 
ｵﾌ゙ ｻ゙ ﾊー゙  ー 津上 経済産業省通商政策局北東ｱｼ゙ ｱ室長 ｵﾌ゙ ｻ゙ ﾊー゙  ー 朴 産業資源部亜州協力課 

 
２．経緯及び成果 
（１）第 1 回日韓・韓日部品・素材産業協議体合同会議 

   平成 13 年 5 月 31 日  東京経団連会館「蔵王の間」 
両国の委員間で活発な意見交換がなされ、結果として韓国側より①韓国の部品・

素材企業を対象として、日韓共同研究を行う②韓日両国でそれぞれの部品・素材

企業の DB を構築する事が提案され、日本側よりは秋頃に日本側協議体委員を中

心に 40～50 人規模の部品・素材ミッションを韓国に派遣し、その際第 2 回合同

会議を開催することが提案された。 
（２）第 2 回日韓・韓日部品・素材産業協議体合同会議及び訪韓部品・素材ミッショ

ン 
     平成 14 年 3 月 12 日～3 月 15 日 韓国ソウル近郊及びホテルロッテ 
  第 1 回合同会議で提案せる通り、協議体委員及び公募参加者 40 名にて渡韓、3

月 13 日／14 日両日は A、B2 班に分かれ、ソウル近郊・京畿道所在の中小企業を

見学し、韓国中小企業の実情を認識しそれを踏まえ、3 月 15 日に第 2 回合同会議

を開催、日韓共同研究の日本側中間報告及び日韓部品・素材産業の現状に関し意

見交換を行い、理解を深めた。次回はしかるべき時期に日本で開催予定。 
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３．産業技術交流事業 

事業名 

  
（４）地域間各種交流事業支援 

③ 九州・韓国経済交流会議関連事業への参加と支援 
 

事 
業 
内 
容 

  
九州と韓国の貿易、投資及びー産業技術分野に於ける協力の促進と、双方の地方間経済交流の拡

大 を目的として「九州・韓国経済交流会議」が、両国政府、地方自治体、民間団体を中心に、

93 年よ 
り定期的に開催されている。 
本事業は、同会議で合意された事業のうちの一つ。 
財団は本事業の所要経費の一部を支援する他、事業の一つに当る下記交流ミッションに参加。 

 

 
  
 
  
 
  
 
  
 実 
  
 
 施 
  
  
 状 
 
  
 況 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Ⅰ 九州・韓国産業技術交流ミッション 
 
１．事業主催者  当財団、経済産業省九州経済産業局 

 

２．ミッション   日本企業２２社、韓国企業２０社、（機械、金型、電気・電子、ｿﾌﾄｳｪｱ）、 
参加者    九州経済産業局、北九州市、・九州機械工業振興会、当財団 

 
３．実施期間    2002 年 1 月 29 日～2 月 1 日（4 日間）（2/1 は移動日） 

 
４．実施場所    北九州市・小倉 

 
５．主要行事    ・日本企業視察（機械、金型、電気・電子） 

           ・九州・韓国産業技術交流会議 
・商談会 
・企業一日滞在視察 

            
６．成果概要    今年度は、初めてミッションを日本で開催した。 

韓国企業の日本企業研修・視察を加え、商談会を実施した。 
両国企業、関係団体等の間で、活発な意見交換ができた。 
また商談会も盛会であった。 
（現在、商談継続案件・実績等集計中）。 

                     03 年度についても両国関係者から要望が高く、実施が予定されている。 
 
Ⅱ 九州・韓国貿易促進セミナー：2001 年 6 月 11 日～13 日 於：韓国昌原市 
 
Ⅲ 九韓サイバーネットワークの整備（九州・韓国ＩＴ地域間協力アクションプランの具体化） 
               ：2002 年 1 月～3 月に亘り実施された下記事業に支援 

１） 九州企業、韓国企業データベースのプラットホーム整備に必要な SilkRoad21 と

の 
システム共有を前提とした各種設計の実施 

２） 韓国ビジネスに関する関係法令・統計データベースの整備 
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３．産業技術交流事業 

事業名 

  
（４）地域間各種交流事業支援 
    ④ 東北・韓国産業交流ミッションへの支援 
 

事 
業 
内 
容 

 
日韓地域間の貿易、投資及び産業技術分野に於ける協力の促進と、双方の地域間交流協力の 
拡大を目的として 2001 年度は東北・韓国産業交流ミッションを支援した。また、第 3 回北陸 
・韓国経済交流会議への支援を H13 年度の事業として計画したが、開催は 4 月にずれ込んだ。 

 
  
 
  
  
 
  
 
  
  
 実 
  
  
 施 
  
  
 状 
 
  
 況 
  
  
  
  
  
 
  
  
  
 
 
 
 

 
 １．実施日  2001 年 11 月 28 日～30 日(3 日間) 於：仙台プラザホテル、郡山市ビッグパレット他 
 
 ２．主催者  東北経済産業局、韓国産業資源部／韓日財団 
 
 ３．協力機関 東北 6 県、郡山市、関連経済団体及び当財団 
 
 ４．概要 

(1) 日本からは、東北経済産業局長を始め、宮城・岩手・福島等の自治体幹部や東北経済連合会等 
の関係者約 40 名が参加した。 

(2) 韓国からは、産業資源部の金星七書記官以下政府関係者、釜山広域市・慶尚南道等の自治体、 
経済団体関係者約 20 名が参加し、経済交流会議を開催すると共に、郡山市のビッグパレッ 
トにおける商談会や産業施設を見学した。 

(3)当財団は夕食交流会を主催した。 
 
 ５．成果 
    東北地域と韓国とのより具体的な取り組みが強化された。 

①合同シンポジウムの開催 
②東北インテリジェントコスモス協議会と韓国松島テクノパークとの共同研究推進 
③観光ミッション団の韓国派遣 
④日韓商工会議所会議の開催   等   
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4．調査広報事業 

 

事業名 
 
（１） 産業国際競争力向上セミナー            （共同事業） 
              

 
事 
業 
内 
容 
 

韓国産業の国際競争力向上に資するため、韓国中堅・中小企業の経営者を対象に、日本

の企業経営者の経験を事例を交えて紹介し、韓国企業への適用の可能性を考察させるこ

とを目的とするセミナー。 

実 
 
 

施 
 
 

状 
 
 

況 

 
１．開 催 日    ： ２００１年７月１９日～２０日（2 日間） 
 
２．開催場所：  ホテルロッテ済州 
 
３．参加人員： １５０名 
 
４．内  容 
    <第一日目> 

   特別講演： 講師 （社）韓日経済協会会長 

            （財）韓日産業・技術協力財団理事長  金 相  

   基調講演：「経営管理の問題点と革新の方向」 

         講師 日本大学名誉教授  菊地 敏夫 

   事例報告：「デジタル時代の新経営戦略」 
         講師 (株) AUCTION  代表理事 李 今 龍 
 
  <第二日目> 
   事例報告：「２１世紀のモノづくり」 
         講師 （株）キョウデン  代表取締役社長 橋本 修 
   事例報告：「IT ベンチャーの世界化の経験」 
         講師 （株）HUMAX  代表理事 椄 大 圭 
   事例報告：「ゴーイングコンサーン・私の経営論」 

         講師 欧文印刷（株） 代表取締役社長 和田 隆史 

   事例報告：「強く、面白く、優しい会社を目指して」 

         講師 韓国富士 XEROX（株） 代表理事会長 高杉 暢也 
 
５．成果等 

（１）日本の経済不況、産業構造改革下で、独自の経営理念、技術を駆使して世界

一を目指す企業経営者の講義に、参加した韓国中堅・中小企業経営者の満足

度は極めて高かった。 
（２）世界的に注目されている韓国ベンチャー企業トップの講演は、説得力があ

り、聴講者に深い感銘を与えた。 
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４．調査広報事業 
  
事業名 

  
（２）各種委託調査 

 
 

事 
業 
内 
容 
 

  
韓国産業振興のための基礎調査、分析及び報告書作成或いは特定業種分野の問題研究。 
対象は日韓の産業・技術（機械・自動車・電気・電子・化学等製造業の各分野）とその周辺の環

境調査。 
2001 年度は日韓部品・素材産業に関する調査及び日韓ＦＴＡ関連調査にも及ぶ。 

 
  
  
 
 
 
  
 
  
実 
 
 
 

施 
 
 
 

状 
 
 
 

況 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 本年度実施した主な調査は下記の通り。 
 （報告書は日韓両国政府及び関係機関、関係企業等に配布） 
 
１. 在韓国日系企業協力会社調査 

㈱野村総合研究所に委託    2002 年 1 月完 
２. 日系企業から見た韓国労働問題 

㈱野村総合研究所に委託    2002 年 3 月完 
３. 2001 年韓国経営研究会（ソウルジャパンクラブ－ＳＪＣ－加入企業による経営研究会実施

を委託、年 4 回実施の会合記録） 
  ㈱野村総合研究所に委託      2002 年 1 月完 
４. 日韓ＦＴＡビジネス・フォーラムに関する支援業務 

   ㈱野村総合研究所に委託      2002 年 3 月完 
５. 日韓両国におけるＩＴ分野の協力・連携のあり方に関する調査業務 
  ㈱野村総合研究所に委託      2002 年 3 月完 
６. 日韓間の主要産業における競争力比較と協調関係に関する調査研究 
  ㈱野村総合研究所に委託      2002 年 3 月完 
７. 中国ＷＴＯ加盟の影響と日韓企業間連携の将来像についての調査 

㈱第一勧銀総合研究所に委託          2002 年 3 月完 
８. 日系企業の対韓模倣品被害の傾向と韓国の法制面を中心とした対策についての調査 
  ㈱第一勧銀総合研究所に委託       2002 年 3 月完 
９. 日韓機械類部品・素材産業の現況調査 

・機械振興協会経済研究所に委託  2002 年 3 月完 
    

以上 
 
  
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 23



JKF2001(H13)事業報告書 

4．調査広報事業 

事業名 

  
（３）各種広報事業   ａ.両国財団シンポジウム（調査報告検討会）  （共同事業） 
 

事 
業 
内 
容 

 
① 2000 年度（平成１２年度）に実施した「韓国を中心とした東アジア地域における国際物流

のあり方」調査結果の報告検討会を両国財団主催で実施した。 
② 日韓両国の政府関係者、学識経験者、物流関係者、ＳＪＣ企業関係者を中心に 

発表者 ５名／オブザーバー 約４０名が出席。 
 

実 
 

施 
 

状 
 

況 

 
１．日 時：2001 年 5 月 14 日 
２．開催場所：韓国貿易会館（ソウル） 
３．内 容： 
① 東アジアの現状分析：経済発展メカニズム、貿易及び投資 
            物流インフラの整備状況 
② 北陸地域との経済交流の現状：北陸地域の産業構造 
            東アジア地域との都市間交流等 
③ 北陸地域と東アジア地域との新しいパートナーシップのあり方： 
            部品調達、技術提携など企業間の相互補完連携のあり方 
            国際物流のあり方 
            東アジア地域との新しいパートナーシップのあり方 
等について 
日本側 金城学院大学 足立文彦 教授 
韓国側 韓国貿易協会 李 愚元 荷主事務局長 

他が発表し、オブザーバーを含めて質疑応答。 
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4．調査広報事業 

事業名 
  
（３）各種広報事業   ｂ.両国財団広報事業                     
 

事 
業 
内 
容 

 
日韓財団レポート（機関誌）の発行、財団パンフレットの更新、ホームページの作成等を通じ

て財団事業の認知とＰＲを図る。 
 

実 
 

施 
 

状 
 

況 

 
財団レポートはＮｏ．７（春）、Ｎｏ．８（夏）、Ｎｏ．９（秋）の各号を発行した。 
また年初に財団パンフレットを更新した。 
また財団ホームページを９月に立上げ、財団の活動内容につき情報開示すると共に、 
社外への積極的な情報発信を行った。 
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Ⅴ．日韓両財団「連絡協議会」及び「幹事会」の開催  

 
 １９９２年６月に日韓両国政府間で合意された「日韓貿易不均衡是正等のための具体的 
実践計画」の中で両国の「産業技術協力財団」が協力して業務を実施していくよう連絡協 
議会を設置することが定められており、その下部機関として幹事会を設け、必要により随 
時協議することとなっている。 
 
１．第８回の連絡協議会は下記の通り開催された。 
  日 時：２００１年４月１３日（金） 
  場 所：韓国 光州 無等パークホテル 
 
  出席者： 
  （日本側）                   （韓国側） 

委員長  藤村 正哉 理事長        委員長  金相廈 理事長 
委 員  渡里杉一郎 副理事長       委 員  金在哲 理 事 
委員代理 飯島 英胤  〃             〃   金栄洙  〃 
委 員  秋山 富一  〃          〃   姜信浩  〃 
 〃   瀬戸 雄三  〃          〃   李春林  〃 
 〃   鈴木 政志  〃          〃   趙錫來  〃 
 〃   西村 和義 専務理事        〃   朴世英  〃 
幹 事  成田 洋助 常務理事・事務局長   〃   玄明官  〃 

                         幹 事 申徳鉉 専務理事 
 
    議 題：(１)２００１年度両財団事業計画 
      (２)日韓ＦＴＡの推進 
      (３)部品・素材分野での協力 
      (４)地域間経済協力 
           （なお、第９回の連絡協議会は２００２年４月１２日（金）広島市にて開催        

された。） 
 
 
２．第９回の連絡協議会幹事会は下記の通り開催された。 
  日 時：２００１年１０月３０日（火） 
  場 所：韓国 ソウル グランドインターコンチネンタルホテル 
 
  出席者：  

（日本側）代表委員   西 村 和 義   日韓産業技術協力財団 専務理事 
       幹事委員   成 田 洋 助       〃      常務理事・事務局長 
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        委 員    山 本 治 男       〃      事業第一部長 
         〃     山 﨑  弘        〃      事業第二部長 
         〃     横 山 光 雄       〃      事業第三部長 
         〃     須々木智行        〃       事業管理部長      
 
     OBSERVER                            北 村 達 也     経済産業省 通商政策局 アジア大洋洲課 
                              北東アジア室第６係長   
        〃      倉 光 秀 彰   在大韓民国日本国大使館 経済部 一等書記官 
        〃      藤 原 正 彦   在大韓民国日本国大使館 経済部 一等書記官 
                                    
   

（韓国側）代表委員     韓 元 碩  韓日産業技術協力財団         専務理事 
       幹事委員   申 栄 敏  韓日財団 企画管理 TEAM      TEAM 長 
        委 員    許 南 整  韓日財団 産業協力 TEAM      TEAM 長 
         〃     金 汝 種    韓日財団 技術協力 TEAM      TEAM 長 
         〃     柳 奉 雨  韓日財団 経済協力 TEAM      TEAM 長 
         〃     宋 成 基  韓日財団 企画管理 TEAM      部 長 
       委員代理   金 利 源  中小企業振興公団国際協力 TEAM 課 長 
         〃     李 炳 直  中小企業振興公団国際協力 TEAM 代 理 
 
       OBSERVER           申 德 鉉  韓日産業技術協力財団       諮問役 
         〃       徐 가  랑  産業資源部 亞洲協力課      事務官 
         〃          金 珍 旭  外交通商部 亞太通商課     事務官 
  
 
        事務局   趙 德 卯 韓日財団 企画管理 TEAM     次 長 
         〃     李 光 濟 韓日財団 企画管理 TEAM     課 長 
        通 訳   金 哲 秀 
 
  議 題：(１)２００１年度事業方針 
      (２)両財団の１０周年記念事業 
      (３)既存事業の効率的実施方策と一部事業の見直し 
      (４)ＦＴＡ、部品・素材等重点テーマについての意見交換 
 
                                   以 上 
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Ⅵ． 事 務 局 人 事 
  
 
平成１３年１１月 １日  須々木智行 新・総務部長に就任（前・事業管理部長） 
 
        ２６日  宮澤 通泰 新・事業管理部長に就任（三菱商事㈱より出向） 
 
     １２月２０日  西村 和義 専務理事を辞任 
 
          成田 洋助 新・専務理事・事務局長に就任 

（前・常務理事・事務局長） 
 
平成１４年 ３月 １日  梶山智香子 総務部職員採用（人材派遣会社より派遣） 
 

３月３１日  田 丁先 総務部主任退職 
 

                                    以 上 
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Ⅵ． 財  団  日  誌  抜  粋 

 

月 日 事     項 

平成１３年 
４月２日（月） 

 
  ３日（火） 

 
 
 
 

  ５日（木） 
 

  ９日（月） 
 

 １０日（火） 
 
 
 
 
 
 
 

 １１日（水） 
 
 
 
 

 １５日（日） 
 

 １７日（火） 
 
 

 
経済産業省北東アジア室より松本奏一課長補佐、荒木貞洋係長ほ   

か１名が挨拶のため来訪。 
・ 岐阜県新産業労働局長豊田良則氏、同県中小企業振興公社課長砂田

博氏が業務打合せのため来訪。（西村専務理事、成田常務理事、横

山部長が応対） 
・ 業務打合せのため山本部長が神奈川県商工労働部及び横浜市経済局

を訪問。 
第 33 回日韓・韓日経済人会議団結式に西村専務理事、成田常務理事、

須々木部長が団員として出席。（於、経団連会館） 
横山部長が「先進技術者研修」事業の研修生との第１回面接実施の

ため韓国に出張。（21 日まで） 
・ 生産性向上事前調査事務局打合せのため三好、柴田、伊豫部各専門家

及び日本エンジェルキャピタル(JACC)の関野、尾崎、金沢氏が来訪。

（西村専務理事、山崎部長が応対） 
・ 日韓ＦＴＡビジネスフォ－ラム事務局打合せ。（11 日〔於、ソウル大

韓商工会議所〕）及び第 33 回日韓・韓日経済人会議（12 日～13 日〔於、

光州〕）への出席のため成田常務理事が韓国に出張。（14 日まで） 
・ 「産業技術交流促進ミッション受入れ」事業業務打合せのため山本

部長が横浜市へ出張。 
・ 第 33 回日韓・韓日経済人会議に出席のため西村専務理事、須々木部

長が出張。〔於、韓国、光州（西村専務理事は 17 日、須々木部長は

14 日まで）〕 
・ 「産業技術交流促進ミッション受入れ」事業業務打合せのため山崎部

長が千葉県へ出張。（１３日には同目的で埼玉県へ出張） 
「生産性向上モデル企業育成」事業事前調査（前期）のため山崎部長

が出張。〔於、韓国ソウル、水原、安山の各市（21 日まで）〕 
韓国京畿道知事、大韓貿易投資振興公社(KOTRA) 共催の韓国自動車  

部品産業説明会に成田常務理事が出席。〔於、ﾎﾃﾙ ﾆｭ-ｵ-ﾀﾆ 〕 
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月 日 事     項 

 
４月１９日（月） 
 
 
 
 
  ２０日（金） 
 
 
 
 
  ２３日（月） 
 
 
 
  ２５日（水） 
  ２６日（木） 
 
  ２７日（金） 
 
 
５月２日（水） 
 
  ６日（日） 
 
 
  ８日（火） 

 
岐阜県より来客。（西村専務理事、成田常務理事、山本部長が応対）挨

拶、業務打合せ。 
岐阜県新産業労働局新産業労働政策課長 猿渡要司氏 
岐阜県労働局情報産業課海外情報化企画監 田宮仁史氏 
岐阜県中小企業振興公社海外交流対策室長  砂田  博氏 

・ 日本大学経済学部教授佐藤信彦氏が来訪。（官民若手交流訪韓団参加

手続等）（西村専務理事、成田常務理事、須々木部長が応対） 
・ 北九州市より来客。（西村専務理事、成田常務理事が応対）挨拶、業

務打合せ。北九州市経済局国際経済部課長板谷稔氏、係長池永紳也氏、

同市東京事務所次長愛甲秀則氏。 
・ 「両国財団シンポジウム」実施打合せのため成田常務理事、須々木部

長が中部経済産業局国際課を訪問。〔於、名古屋〕 
・ 「産業技術交流促進ミッション」受入れ打合せのため山本部長が千

葉、神奈川、埼玉３県に出張。（25 日まで） 
決算監査（板垣太栄三公認会計士）27 日も。 
日韓ＦＴＡビジネスフォ－ラム事務局会議に西村専務理事、成田常  

務理事、須々木部長が出席。〔於、大手町ＮＲＩ本社〕 
・ 西村専務理事、成田常務理事がセミナ－講師依頼のため日本大学名誉

教授（経済学）菊地敏夫氏を訪問。 
・ 北陸・韓国経済会議準備打合せのため須々木部長が金沢へ出張。 
成田常務理事、横山部長がセミナ－講師依頼のため欧文印刷㈱和田  

隆史社長を訪問。 
「生産性向上モデル企業育成」事業事前調査（後期）のため山崎部長

が出張。〔於、韓国釜山、昌原、大邱、木浦、温陽、ソウルの各市〕 
（12 日まで） 

・ 横山部長が「先進技術者研修」事業の研修生との第２回面接実施のた

め韓国に出張。（20 日まで） 
・ 「産業技術交流促進ミッション」受入打合せのため山本部長が神奈川

県に出張。９日（水）には千葉県に出張。 
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月 日 事     項 

 
５月９日（水） 

 
  １０日（木） 
 
 
 １４日（月） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  １６日（土） 
 
 
 
 
  １７日（日） 
 
  １９日（火） 

 
成田常務理事がセミナ－講師依頼のため㈱キヨウデン社長橋本修氏 

を訪問。NRI 永宮支店長同行。〔於、新横浜〕 
「日韓 FTA ビジネスフォ－ラム」関係の報告と打合せのため西村専務

理事、成田常務理事がウシオ電機㈱会長牛尾治朗氏を訪問。NRI 椎野

主席コンサルタント及び高田上席研究員同席。 
「両国財団シンポジウム」開催（於：韓国貿易会館） 

  発表者： 
   日本側（２名） 
   ・金城学院大学現代文化学部教授 足立文彦氏。 
   ・北陸環日本海経済交流促進協議会調査部長 朝倉紀彦氏。 
   韓国側（３名） 
   ・韓国貿易協会荷主事務局長 李 愚元氏 他２名。 
  主 題：「韓国を中心とした東アジア地域における国際物流の                                                      
     あり方」 
ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ：上記主題についての調査発表にもとづく検討・意見交換。

参加者：日本側、中部経済産業局林裕一課長ほか１名。 
     ソウルジャパンクラブ、日本国大使館等から数名。 
     韓国側、産業資源部、関係団体及び企業から合計約 30 名。  

同日夕刻関係者晩餐会を持ち閉会。（財団より西村専務理事・成田常  

務理事・須々木部長が出席） 
「官民若手交流事業：第２回日本次世代オピニオンリーダー訪韓団」

29 名の結団式を実施。財団事務局より西村専務理事、成田常務理事、

須々木部長が出席。来賓として在日本国大韓民国大使館許據商務官、

韓国中小企業振興公団朴秉駿日本事務所長、駐日韓国企業連合会権寧

旭事務局長が出席。〔於：東京ドームホテル〕 
上記訪韓団出発。〔団長：成田常務理事、事務局：須々木、（釜山、慶

州ソウル 26 日帰国）〕 
・ 「経営管理者研修」の講師結団式を実施。財団事務局より西村専務理

事、横山部長が出席。〔於：横浜市〕 
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月 日 事     項 

 
６月１９日（火） 
 
   
 
 ２１日（木） 
 
 
 
 
 
 
 ２４日（日） 
 
 
 ２５日（月） 
 
 

   
 ７月２日（月） 
 
 
   ３日（火） 
 

 
・ 「品質管理・工業標準化研修」実施事前打合せに高須講師、財団事務

局より山本部長が出席。〔於：スリーエーネットワーク〕 
・ 「生産性向上モデル育成」事業の専門家会議を実施。財団事務局より

山﨑部長が出席。〔於：財団会議室〕 
西村専務理事が韓国へ出張（30 日まで下記訪問及び参加予定）。高麗

大学交流会（21 日）、上記官民若手交流訪韓団に合流、大韓ＧＡＳ公

社、東洋機電㈱、国会等の訪問に同行、夕食懇親会に出席（22 日）、

日本大使館へ（25 日）、ソウルジャパンクラブ（ＳＪＣ）の経営研究

会に出席（26 日）、在韓日系新聞支局長との会合（28 日）、「生産性向

上モデル企業育成」事業〔東西機工（始興市）〕の最終報告会に出席。

（29 日） 
「生産性向上モデル企業育成」事業第３社目〔㈱韓元マイクロウェ 
ーヴ〕前期及び第２社目〔東西機工㈱〕後期実施のため山・部長が出

張。〔於：韓国利川市（27 日まで）及び始興市（30 日まで）〕 
「先進技術者企業研修」の研修生受入れ企業を横山部長が事前訪問。

〔津上精機㈱（北九州市）、㈱データベーステクノロジー（大阪市）、

伊藤工機㈱（大阪市）、日華化学㈱（福井市）、㈱キンソー（松任市）

（27 日まで）〕 
「経営管理研修」の研修生 20 名が来日、リフレフォーラム（東大島）

での研修開講式に西村専務理事、成田常務理事、横山部長が出席。韓

日財団より金・課長が６日まで同行。 
・ 「生産性向上モデル企業育成」事業第４社目〔㈱東洋ＡＴＳ実施事前

専門家打合せ。金子、伊豫部両専門家、関野事務局〔㈱日本エンジェ

ルキャピタル(JACC)〕が来訪。（成田常務理事、山﨑部長が応対） 
・ 九州経済産業局国際部角中課長が新任挨拶のため来訪。小杉係長が同

行。（成田常務理事、山﨑部長が応対） 
・ 藤村理事長、西村専務理事が外務省北東アジア課を訪問（平松課長他

と挨拶・対談）。帰路西村専務理事は経済産業省北東アジア室を訪問。

（業務打合せ） 
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月 日 事     項 

 
７月８日（日） 

 
   
  ９日（月） 
 １１日（水） 
  
 
 
 
 １２日（木） 
 
 
 １３日（金） 
 
 １７日（火） 
 

  １８日（水） 
 
 
 
 
 
  ２４日（火） 
 
 
 
  ２６日（木） 
 
 
  ２７日（金） 

 
「生産性向上モデル企業育成」事業第４社目〔㈱東洋ＡＴＳ〕前期及

び第３社目〔㈱韓元マイクロウェーブ〕後期実施のため山﨑部長が出

張。〔於、韓国安山市（11 日まで）、利川市（14 日まで）〕 
経済産業省立入り検査。（10 日まで） 

・ 大韓民国大使館幹部に大幅な交替があったので、協会並びに財団の概

要説明のため、西村専務理事が駐日本国崔相龍特命全権大使他との会

合に出席。（協会・財団の会長（理事長）、副会長（副理事長）が出席） 
・ 日刊工業新聞社佐藤記者が取材、打合せ等で来訪。（成田常務理事、

須々木部長が応対） 
「生産性向上モデル企業育成」事業第３社目〔㈱韓元マイクロウェー

ブ（利川市）〕の最終報告会に出席のため韓国出張。（成田常務理事、

14 日まで） 
「経営管理研修」が終了。研修報告会に西村専務理事、横山部長が出

席。〔於、リフレフォーラム（東大島）〕。研修生は 14 日に帰国。 
 岐阜県庁より猿渡課長・田宮氏が来訪。（業務打合せ、西村専務理事、

成田常務理事、横山部長が応対） 
「産業国際競争力向上セミナー」を実施。財団事務局より西村専務理

事、成田常務理事、横山部長が出張（21 日帰国）。日本側より日本大

学名誉教授菊地敏夫氏、㈱キヨウデン社長橋本修氏、欧文印刷㈱社長

和田隆史氏が、在韓日系企業より韓国フジゼロックス会長高杉暢也氏

が講師を担当。韓国側からは韓日財団理事長金相廈氏他韓国人講師３

名。〔於：済州ロッテホテル（19、20 両日）〕 
韓国外交通商部黄斗淵通商交渉本部長訪日に際し、ＦＴＡフォーラム

並びに財団幹部が韓国大使館に招待され懇談。（主な出席者：牛尾治郎

氏、秋山富一氏、畠山襄氏、渡里杉一郎氏、瀬戸雄三氏、財団より西

村専務理事出席） 
「日韓ＦＴＡビジネスフォーラム第１回国内会議」開催。牛尾座長以

下委員オブザーバー（氏名略）出席。財団事務局より西村専務理事、

成田常務理事、須々木部長が出席。〔於：経団連会館〕 
同上フォーラム「日韓両国事務局会議」開催。韓国側事務局（大韓商

工会議所）より３名来日出席。財団事務局より西村専務理事、成田常

務理事、須々木部長が出席。〔於：ＮＲＩ本社〕 
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月 日 事     項 

 
７月３１日（火） 
 
 ８月５日（日） 
   
 
   ６日（月） 
 
 
 
 
   ７日（火） 
 
   ９日（木） 
 
 
 
 
 
  １９日（日） 
 
 
 
  ２２日（火） 
 
 
  ２９日（水） 

 
公認会計士板垣太栄三氏来訪、会計処理方法について打合せ。（西村専

務理事） 
「生産性向上モデル企業育成」第５社目（㈱Ｈａａｔｚ）前期及び第

４社目（㈱東洋ＡＴＳ）後期・最終報告会実施のため山﨑部長が出張。 
〔於：韓国・平沢市、安山市（11 日まで）〕 
2001 年度「先進技術者企業研修」開始。研究生 40 名が来日、開講式

に西村専務理事、成田常務理事、横山部長が、来賓として経済産業省

北東アジア室松本奏一課長代理、駐日本国大韓民国大使館許據商務官 
及び權奎燮商務官補が出席。〔於：東大島リフレフォーラム〕（㈱スリ

ーエーネットワークに委託） 
韓日財団より許南整理事チーム長及び金正鎬次長が業務打合せのため

来訪。（西村専務理事、成田常務理事及び財団各事業部長と打合せ） 
・ 「生産性向上モデル企業育成」第４社目（㈱東洋ＡＴＳ）最終報告会

に出席のため成田常務理事が出張。〔於：韓国・安山市（11 日まで）〕 
・ 外務省と当財団共同で進めている「官民若手交流事業」の一環として

招待の権起植氏（大統領秘書室国政状況室政治担当局長）と懇談。

〔於：東京ドームホテル。経団連藤原常務理事、財団より西村専務理

事出席〕 
「生産性向上モデル企業育成」事業第６社目〔高山企業㈱・牙山市〕

前期、及び第５社目〔㈱Ｈａａｔｚ・平沢市〕後期・最終報告会実施

のため山・部長が出張。〔於、韓国牙山市、（22 日まで）及び平沢市、

（25 日まで）〕 
「第 12 回産業技術交流促進ミッションのＯＢ会合（於、安山市）及び 
「生産性向上モデル企業育成」事業第５社目〔㈱Ｈａａｔｚ・平沢市〕

最終報告会に出席のため西村専務理事が出張。（25 日まで） 
「第２回日韓ＦＴＡビジネスフォーラム」日本側委員会、財団関係者

より藤村理事長（同フォ－ラム顧問）、西村専務理事（事務局代表）、

成田常務理事、須々木部長（事務局）が出席。〔於、経団連会館〕 
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月 日 事     項 

 
９月５日（水） 
  ６日（木） 
 
 
 
 
 
 
  ７日（金） 
 
  ８日（土） 
 
 １１日（火） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 １６日（日） 

 
日本自転車振興会監査。 

・ 「日韓ＦＴＡビジネスフォーラム第１回日韓合同会議」を開催。（７

日、８日）（出席者略）財団事務局より西村専務理事、成田常務理事

が同フォ－ラム事務局として出席。（成田常務理事は８日のみ）〔於、

ソウル市シルラホテル〕 
・ ６日夕刻に同フォ－ラム牛尾座長、藤村顧問、他代表団一行の日本国

大使館（寺田大使、鹿取、猪俣両公使）表敬訪問並びに懇談に同席。

（西村専務理事） 
「生産性向上モデル企業育成」事業第６社目〔高山企業㈱・牙山市〕

の最終報告会に成田常務理事が出席。 
ＦＴＡビジネスフォーラム代表団、在ソウル日本企業代表並びに新聞

テレビ支局長代表と懇談。（西村専務理事同席） 
・ 「第８回韓国中小企業技術者研修（ＫＩＴＡ研修）」事業の研修生 31

名が来日。研修開講式に西村専務理事、山本部長が出席のため出張。

（12 日まで）〔於、北九州プリンスホテル〕（・北九州国際・技術協

力協会（ＫＩＴＡ）に委託） 
・ 「第２回韓国次世代オピニオンリ－ダ－交流訪日団」一行 31 名受入

れ準備（11 日）、及び受入れ（12 日）と 21 日までの一連の行程に同

行し各所での受入れ及び交流事業実施のため成田常務理事、須々木部

長が京都へ出張。（15 日まで、京都、奈良、島津製作所㈱、同志社大

学等を行く） 
・ 「第２回韓国次世代オピニオンリーダー交流訪日団」一行 31 名が 

15 日夕刻関西地区より東京に移動 16 日より 21 日（帰国日）まで東

京近郊にて交流活動を実施。各行事に財団事務局より西村専務理事、

成田常務理事、須々木部長が随時同行。 
・ 「生産性向上モデル企業育成」事業第８社目前期実施〔斗昌産業㈱・

昌原市〕及び第７社目後期・最終報告会実施〔世原精工㈱・大邱市〕

のため山﨑部長が出張。〔於：昌原市（19 日まで）、大邱市（22 日ま

で）〕 
 

 

 

 

 35



JKF2001(H13)事業報告書 

 

 

月 日 事     項 

 
  ２０日（木） 

 
 ２５日（火） 
 

１０月１日（月） 
 
 
 
 
  ２日（火） 
  ３日（水） 
 
  ７日（日） 
 
 
 
 
 １４日（日） 
 
 
 
 
 
 
 １５日（月） 
 
 
 １８日（木） 

 
「生産性向上モデル企業育成」事業第７社目〔世原精工㈱・大邱市〕

後期及び最終報告会に出席のため成田常務理事が出張。（22 日まで） 
外務省立入り検査。（竹若敬三企画官、中條一夫課長補佐、畠山弘樹事

務官、西田裕一研究調査員）（28 日まで） 
・ 成田常務理事がＦＴＡビジネスフォーラム業務打合せのためウシオ

電機㈱牛尾会長を訪問。 
・ ホテルロッテソウルの新支配人フランソワーズコナケルト氏が新任

挨拶のため来訪（伊藤所長他同行）。成田常務理事、山﨑部長、横山

部長、須々木部長が応対。 
藤村理事長が外務省アジア大洋州局渥美千尋参事官を訪問面談。 
大韓民国開天節・駐日本大韓民国大使館主催の記念レセプションに成

田常務理事、須々木部長が出席。〔於：ホテルニューオータニ〕 
山﨑部長が韓国へ出張。（15 日まで） 
①「生産性向上短期コンサルティング」事業対象企業選定のための事

前調査。〔於：大邱市〕（７日～10 日まで） 
②「生産性向上モデル企業育成」事業、第８社目後期実施。〔斗昌産業

㈱・昌原市〕（11 日～15 日まで） 
「第 13 回日韓産業技術交流促進ミッション」のメンバー40 名、事務

局５名〔団長韓元碩（韓日産業・技術協力財団専務理事）〕が来日。（名

古屋着）20 日（帰国日）までの１週間愛知・岐阜両県で各種交流を実

施。山本部長が受入れのため名古屋へ出張。（20 日まで一行に同行予

定）西村専務理事、須々木部長が名古屋地区での受入れ行事に出席の

ため出張（15 日発 16 日帰京）。成田常務理事は岐阜地区での受入れ行

事に出席のため 17 日出発 20 日帰京の予定で出張。 
経済産業省北東アジア室松本課長補佐及び大阪商工会議所産業部中野

課長が業務打合せのため来訪。「日・韓ベンチャー企業投資マート 21」
の下打合せ。（成田常務理事が応対） 
日韓中堅経済人交流会議（協会との共催事業）に西村専務理事、須々

木部長が出席。〔於、かずさｱｶﾃﾞﾐｱ ﾎ-ﾙ （木更津市）（19 日まで）〕 
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月 日 事     項 

 
  ２１日（日） 

 
 
 ２５日（木） 
 
   
 ２６日（金） 
   
 
 
 ３０日（火） 
 
 
 
  

１１月１日（木） 
 
 
 
  ５日（月） 
 
  ７日（水） 
 
  ８日（木） 
 
 １５日（木） 

 

 
「工場診断」事業実施。１社目㈱ＬｕＢｏ社。（仁川廣域市）山﨑部長

が２名の専門家（三好、石塚両氏）及び事務局（関野氏）と共に出張。

（27 日まで） 
成田常務理事が「工場診断」事業最終報告会出席のため出張。〔於、仁

川廣域市、㈱ＬｕＢｏ社（27 日まで、27 日に山﨑部長と共にソウル市

へ移動） 
・ 東北経済局徳能氏他が来訪。（西村専務理事、須々木部長が応対） 
・ 「先進技術者企業研修」事業の研修終了式に西村専務理事、横山部長

が出席。韓日財団より韓元碩専務理事、許南整理事他が出席。〔於、

九段会館〕 
第９回連絡協議会幹事会を開催。（韓日財団との共同開催） 
＊2001 年度事業進捗状況相互確認 
＊2002 年度事業計画説明 
＊2002 年度共同事業、新規事業説明 
＊その他財団及び事業運営について協議 

・ 西村専務理事が「日韓ＦＴＡビジネスフォーラム」関係打合わせのた

めウシオ電機㈱牛尾会長を訪問。（ＮＲＩより椎野、高田両氏が同行） 
・ 須々木智行部長（前事業管理部長）が総務部長に就任。（事業管理部

長は成田常務理事が兼任） 
西村専務理事が三菱商事㈱桜井副社長、宮澤部長に同行、藤村理事長

を訪問。 
「日韓ＦＴＡビジネスフォ－ラム」ＩＴ分科会第１回会合に西村専務

理事、須々木部長が出席。〔於：日商ビル〕 
外務省北東アジア課西田事務官が出向元のあさひ銀行に帰任挨拶、後

任の久保田事務官（同銀行より出向）を伴い来訪、業務打合せ。 
「日韓・韓日産業貿易会議」（協会主催行事）に西村専務理事が（協会

専務理事として総合司会）、成田常務理事が（同会議委員として）出席。

〔於：ホテルオークラ福岡（16 日まで）〕 
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月 日 事     項 

 
１６日（金） 

 
 
 １８日（日） 
 
 
 
 １９日（月） 
 
 
 ２６日（月） 
  
 
 

 
 ２８日（水） 
 

１２月２日（日） 
 
 
   ７日（金） 
 
 
 
  １３日（木） 
 
 
 
 

 
「技術者専門研修（ＫＩＴＡ）」事業研修生 31 名の研修閉講式に成田 
常務理事、山本部長が出席。韓日財団より韓元碩専務理事、宋成基部 
長が出席。〔於：北九州プリンスホテル〕 
「生産性向上短期コンサルティング」事業実施のため山﨑部長が専門

家７名、事務局２名と共に出張。成田常務理事は出張先の九州（福岡）

より釜山に入り一行と合流の上一同バスにて大邱市へ向う。〔於、大邱

地域工業団地内企業７分野 21 社対象に実施。（19 日より 25 日まで）〕 
「品質管理・工業標準化」研修の研修生 19 名が訪日（18 日着）、研修

開講式に西村専務理事、山本部長が出席。〔於、大磯プリンスホテル（研

修は 12 月７日まで、８日帰国）〕 
・ 「理工系大学院生（ウィンタ－インスティテュ－ト）」研究事業実施

事前説明会出席のため山本部長、田職員が委託機関・科学技術国際交

流センタ－（JISTEC）職員と共に出張。〔於、大田市（29 日まで）〕 
・ 宮澤通泰氏が事業管理部長に就任（三菱商事㈱より出向）、成田常務

理事兼任を解く。 
「東北韓国経済交流会議」に出席のため西村専務理事、須々木部長が

出張。〔於、仙台市（29 日まで）〕 
「生産性工場モデル企業育成（工場診断）」事業２社目〔㈱悠進電装・

慶山市〕実施のため山﨑部長が専門家２名、事務局１名と共に出張。（８

日まで） 
「品質管理・工業標準化」研修終了式・送別会に成田常務理事、山本

部長が講師代表の高須 久氏（日科技連）と出席。委託先の㈱スリ－

エ－ネットワ－ク石川部長他２名も事務局として出席。〔於、大磯プリ

ンスホテル〕 
韓国、張在植産業資源部長官一行７名に対し藤村理事長主催により夕

食懇談会開催。日本側より瀬戸雄三、亀井俊郎各副理事長、飯島英胤

（東レ相談役）、佐伯嘉彦日本貿易振興会副理事長、財団事務局より西

村専務理事が出席。〔於、東京、ホテルニュ－オ－タニ〕 
 

 

 

 

 38



JKF2001(H13)事業報告書 

 

 

月 日 事     項 

   
１４日（金） 

 
 
 
  ２０日（木） 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ２１日（金） 
  ２５日（火） 
  ２８日（金） 
１月 ７日（月） 
 
 
 
  １０日（金） 
 
  １５日（火） 
 
  １６日（水） 
 
  １７日（木） 
 
  １８日（金） 
 

 
第４回日韓・韓日官民合同投資促進協議会（両国政府、経済産業大臣・

産業資源部長官主導会合）に藤村理事長（日韓経済協会会長）が出席。 
財団事務局より西村専務理事、宮澤部長が傍聴出席。〔於、赤坂プリン

スホテル〕 
平成１３年度第２回理事会を開催。 
〔於、財団会議室〕 
第１号議案  副理事長 1 名互選の件 

張 富士夫氏(トヨタ自動車株式会社代表取締役社長) を副理事長

に互選 

第２号議案  専務理事 互選の件 

成田 洋助氏（当財団常務理事）を専務理事に互選 

（西村専務理事辞任） 

第３号議案  辞任専務理事に対し退職慰労金贈呈の件 

韓日産業技術協力財団の許南整、金正鎬両氏が打合せのため来訪。 
経済人会議幹事会に成田専務理事が出席。 
仕事締め 

・ 仕事始め 

・ 理工系大学院生ウィンターインスティテュートの開講式に成田専務

理事、山本部長、田職員が出席。〔於、つくば研修センタ－（(社)科
学技術国際交流センタ－(JISTEC)に委託）〕 

「理工系大学院生ウィンターインスティテュート」に関わる講演と、

三菱化学訪問のため山本部長、田職員がつくばに出張。（１１日まで）

財団法人大田区産業振興協会山田専務理事・事務局長を訪問。（成田

専務理事、宮澤部長） 

外務省招聘、外交通商部申課長との昼食会。（成田専務理事、須々木

部長応対） 
成田専務理事、宮澤部長が「第３回日韓 FTA ビジネスフォーラム 
国内会議」に出席。（於、東京フォーラム） 
「第 1 回事業委託先選定委員会」に成田専務理事、山﨑、横山、須々

木、宮澤、各部長が出席。〔於、協会会議室〕 
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月 日 事     項 

 
２０日（日） 
 
２３日（水） 

  ２４日（木） 
 
１月２５日（金） 
 
  ２８日（月） 
  ２９日（火） 
  ３１日（木） 
 
２月 １日（金） 
   
 
 
   ４日（月） 
 
  ２２日（金） 
３月 １日（金） 
 
 
  １１日（月） 
 
  １２日（火） 
 
   
 
 
  

 
生産性向上モデル企業育成コンサル事業のため山﨑部長が出張。 
〔於、ORIENTAL 綜合電子（株）・富川市〕（２６日まで） 
「外務省招聘者との会食打ち合わせ」に成田専務理事が出席。 
「品質・管理工業標準化研修」事業フォローアップのため山本部長が

韓国に出張。（２７日まで） 
日韓 FTA 第２回合同会議に成田専務理事、宮澤部長が出席。 

 〔於、ホテルオークラ〕 
板垣会計士による会計監査。（２９日まで） 
「九韓ミッション」のため山﨑部長が出張〔於、北九州市〕 
駐日大韓民国大使館崔大使の帰国送別会に財団より成田専務理事が出

席。 
日韓 FTA ビジネスフォーラム報告のため、成田専務理事がウシオ電機

㈱牛尾治朗会長（同フォーラム日本側座長）、住友化学工業㈱香西昭夫

会長（同座長代理）に同行し、小泉総理大臣、平沼経済産業大臣、杉

浦外務副大臣を訪問。 
業務打合せのため成田専務理事、宮澤部長が大垣精工（株）を訪問。

〔於、岐阜県〕（５日まで） 

日韓経済人会議政策委員会に宮澤部長が出席。〔於、経団連〕 
・ 日韓中小企業委員会国内会議に成田専務理事が出席。 
〔於、日韓経済協会〕 

・ 梶山智香子氏が総務部職員として着任。（人材派遣会社より派遣） 
在日韓国大使館訪問。新任の趙世衡特命全権大使に挨拶。 
（藤村理事長、瀬戸副理事長、成田専務理事 他） 
日韓部品・素材産業協議体合同会議（３月１５日）開催及び訪韓ミッ

ション３０名派遣。 
（財団事務局より成田専務理事が協議体委員として会議に出席（１５

日）、宮澤部長がミッション事務局会議出席のため１６日までのフルス

ケジュールに同行） 
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月 日 事     項 

 
１８日（月） 

  １９日（火） 
 
  ２５日（月） 
 
   
 
  ３１日（日） 
   

 
成田専務理事が韓日財団金相廈理事長表敬訪問。 
成田専務理事が日韓中小企業委員会合同会議に出席。 
〔於、ソウル市中小企業協同組合中央会〕 
平成１３年度第３回理事会・第２回評議員会を開催。 
〔於、経団連〕 
第１号議案 事業計画案承認の件 
第２号議案 平成１４年度収支予算案承認の件 他。 
総務部田丁先主任が退職。（韓国へ帰国） 
 

                          以 上 

 


